
１．はじめに

　日本は、その国土の三分の二が森林に覆われる、

世界でも有数の「森林大国」である。これらの森

林は、土砂崩れや洪水の防止、良質な水や木材の

供給、人々の憩いの場の提供、動物や鳥類の棲み

かとして多面的な役割を果たしている。我々は

日々、森林の恩恵に与っている。

　しかしながら、その日本の森林が荒廃をはじめ

ている。人工林の間伐の放置や伐採後の再造林の

放棄など、森林管理の粗放化が顕在化している。

木材貿易の自由化の影響を受けて、安価な外材の

輸入が急増し、国内林業が不振を極めているのが

大きな要因だが、それに加えて、山村が疲弊し続

けていることが、その根源にある。

　森林を支える農山村、いわゆる中山間地域は、

その人口は全国の１４％に留まるが、面積は国土の

６８％を占める。日本の国土環境保全や農林産物生

産、社会・経済にとって、きわめて重要な地域で

ある。しかしながら、産業構造の転換とそれに伴

う人口の都市集中、農林産物の輸入自由化などを

背景に、人口の流出、過疎化に歯止めがかからず、

さらなる少子・高齢化、人口減少化が進んでいる。

農山村の疲弊とそれに伴う農地・森林の荒廃が進

み、地域そのものの存在が危惧されるような状態

になっている。このまま農山村の疲弊が進み、「そ

こに住む人がいなくなったら、いったいどうなる」

のであろうか１）。
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森林の公益的機能の評価と直接支払い

――森林資源管理の外部経済効果に着目して――
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要　　旨
　「森林の有する公益的機能を適正に評価して、疲弊を続ける中山間地域に還元し、その持続的な維持に

つなげられないか」という問題意識から、中山間地域に住む人々の営みである、森林資源管理がもたら

す外部経済効果に着目して、「森林の公益的機能の評価のあり方」と「直接支払いの制度化」について検

討し、次のとおり考察した。

　第一に、森林の有する公益的機能を、「自然の生態系がもたらす外部経済効果」と「森林資源管理がも

たらす外部経済効果」とに峻別して評価してはどうか、ということである。

　第二に、森林の有する公益的機能のうち、当面、二酸化炭素吸収機能と化石燃料代替機能に着目して

「直接支払い制度」を設計してはどうか、ということである。その理由は、漓森林資源管理がもたらす外

部経済効果を定量的に評価できること、滷既に排出権取引が具体化し、受益者の特定と合意が得やすい

こと、澆得られる財源が中山間地域の振興に有効な規模であること－と考えられるからである。
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１）冨山和子（１９９８）は、「山村が、さびれてしまえば、
どんなことになるでしょうか。山火事を発見する人も、
消し止める人もなくなってしまいます。山くずれを発
見する人も、なおす人も、なくなってしまいます。木
を切る人も、そだてる人も、なくなってしまいます。
そして、もしほうっておけば、土ははがれ、山はくず
れてダムをうめ、そのうち日本列島は、石の山になっ
てしまいます。そうなれば、人間は生きていくことが
できません。土を守っている人たちを、どうしたら、
守ることができるでしょうか。（中略）そんな人たち



　宇沢弘文（２０００）は、「森林を良好なかたちで、

保全、維持するためには、林業との関わりが重要

となる。つまり、林業に従事する人が絶えず森林

に入って、作業をつづけてゆくということによっ

てはじめて、森林環境を保全していくことが可能

となる」とした上で、「農村は社会的な共通資本で

ある」とし、「一つの国が単に経済的な観点だけで

なく、社会的・文化的な観点からも、安定的な発

展を遂げるためには、農村の規模がある程度安定

的な水準に維持されることが不可欠である」と指

摘する。中山間地域に人々が住み、農林業などの

営みを通じて発揮されている、国土・資源の保全

管理や保健休養などの公益的な機能を、「どのよう

にしたら維持できる」のであろうか２）３）。

　国は、中山間地域が発揮する多面的な機能に着

目して、新しい農業の基本法である「食料・農

業・農村基本法」�４）を制定し、平成１２年度から

「中山間地域等直接支払制度」を導入した。森林の

有する多面的な機能の維持についても、「森林・林

業基本法」�５）で、直接支払い制度も視野に入れた条

項を盛り込んだ。

　国民の意識も変わってきている。価値観の多様

化や地球環境問題の顕在化などを背景に、中山間

地域の多面的機能の価値への関心６）が高まってい

る。堺正紘（２００３）は、森林についても、「多くの

国民が、森林整備を林家の経営マインドに委ねる

ことに限界を感じ、税金や公的資金の投入を是認

するようになった」と分析している。

　本稿は、「森林の有する公益的機能を適正に評価

して、疲弊を続ける中山間地域に還元し、その持

続的な維持につなげられないか」という問題意識

のもとに、森林の公益的機能、その定量的評価の

可能性について概観した上で、森林資源管理がも

たらす外部経済効果に着目して、森林の公益的機

能の評価と直接支払いについて、若干の考察を加

えたものである。

２．�森林の公益的機能とは何か

　２００１年１１月、日本学術会議は、「地球環境・人

間生活にかかわる農業及び森林の多面的な機能の

評価について（答申）」（以下「答申」という）を

とりまとめた。この答申を基に、「森林の公益的機

能とは何か」について、概観する。

盧　森林の多面的機能の種類
　答申では、「森林・林業の分野では、森林の有す

るさまざまな機能について、林産物生産機能を含

むすべての機能を多面的機能と呼び、林産物生産

を除く場合は公益的機能と称している」としてい

た上で、「これらの多面的機能は、林産物を生産し
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に、下流に住む人たちは、感謝しなければなりません。
そして、山村の人たちが、これからもはりきって山で
暮らしていけるよう、ささえていかなければなりませ
ん」と警鐘を鳴らす。
２）平野秀樹（２００３）は、「国民の期待も、森林であれ
ば何でもよいわけではなく、いわゆる公益的機能をき
ちんと評価した上で、それぞれの森林が発揮すべき機
能に即した助成をすべきだというふうに変化してきて
いる。そのためには、森を峻別していくことである。
コスト負担を都市側、あるいは国が講じながら、実際
は山村に暮らしつづける人が、その暮らしの中で森林
を管理していくと考えるべきであろう」と指摘してい
る。
３）飯野靖四（２０００）は、「中山間地域がもたらす非市
場経済的利益の市場価格を正しく評価し、それに見
合った金額をその恩恵を受ける人たちから徴収し、そ
れを中山間地域に還元しなければならない」としなが
らも、「正しく評価することが難しい。また、その恩
恵を受けている人を確定することも難しい」と指摘し
ている。
４）「食料・農業・農村基本法」（平成１１年法律第１０６号）
第３５条第２項　国は、中山間地域等においては、適切
な農業生産活動が継続的に行われるよう農業の生産条
件に関する不利を補正するための支援を行うこと等に
より、多面的機能の確保を特に図るための施策を講ず
るものとする。
５）「森林・林業基本法」（平成１３年法律第１０７号）
第２条　森林については、その有する国土の保全、水

源のかん養、自然環境の保全、公衆の保健、地球温暖
化の防止、林産物の供給等の多面にわたる機能が持続
的に発揮されることが国民生活及び国民経済の安定に
欠くことのできないものであることにかんがみ、将来
にわたって、その適正な整備及び保全が図られなけれ
ばならない。
２　森林の適正な整備及び保全を図るに当たっては、
山村において林業生産活動が継続的に行われることが
重要であることにかんがみ、定住の促進等による山村
の振興が図られるよう配慮されなければならない。
６）内閣府大臣官房政府広報室（２００４）「森林と生活に
関する世論調査」によれば、「森林はたとえ経済効率
に合わなくても、国土保全、災害防止などの公益的機
能を重視して整備すべき」との意見が７４．４％を占めて
いる。



ていない場所の森林も、多かれ少なかれ、人の手

によって管理７）されており、適切な管理を行うこ

とによって当該森林の多面的な機能が発揮される」

と指摘している。

　また、森林を取り巻く状況を、森林の原理にま

でさかのぼって広範に議論した上で、森林の多面

的機能を分類している。このうち、物質生産機能

については、「環境保全機能等とトレードオフの関

係にあり、異質の原理に基づく機能といえる」と

している。［表１］

盪　森林の多面的な機能の特徴
　答申では、「森林はきわめて多様な機能を持つが、

個々の機能には限界がある。森林の多面的な機能

は総合的に発揮されるとき最も強力なものとなる。

さらに森林の多面的な機能は、他の環境の要素と

の複合発揮性や、重複発揮性、階層性等の特徴を

持つ」としている８）。

　また、「森林が有り余るほどに存在する場合には、

森林の多面的な機能の価値は意識されないのが普

通である。しかし、何らかの理由で森林が減少す

ると初めてそれらの価値が意識され始め、森林の

消失が進むとその価値は飛躍的に高くなる。した

がって、多面的機能の価値は時間的（歴史的）に

も空間的にも変動する」としている。

蘯　多面的機能の経済学的性質
　答申では、「森林の多面的な機能は、単独の機能

発揮ではなく、総合された機能を発揮するもので

あり、経済学の視点から見れば、結合財、結合資

産の性格を持っていると言える」と整理した上で、

「従来の林業経済学においては、主として市場財の

観点での市場価値を中心に据えて、森林を経済的

資源として捉え、認識してきたが、森林の本来の

特質からいって、生産機能以外の環境機能、文化

機能など、公益的機能の維持や発揮は、人間に

とっても、自然にとっても重要な機能であり、単

純に市場価値のみによって評価することは妥当で

はない」と指摘している。

　また、「地域における国土保全機能、水源涵養機

能などの環境保全機能、大気浄化などの快適環境

形成機能は、その機能の及ぶ限りは、利用者を差

別なく、排除することもなく受益させ、極めて高

い公共性を有している」とした上で、「これらの森

林の公益的機能について、新しい環境経済学の分

野において、非市場的な価値を評価する試みが進

んでいる」と紹介している。
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表１　森林の原理と多面的機能

【環境原理】
漓　生物多様性保全機能　～根源的機能
　　遺伝子保全、生物種保全、生態系保全
滷　地球環境保全機能　～本質的物理的機能
　　地球温暖化の緩和、地球気候システムの安定化
澆　土砂災害防止／土壌保全機能　～本質的物理的機
能
表面浸食防止、表層崩壊防止、その他の土砂災害
防止、土砂流出防止、土壌保全、その他の自然災害
防止
潺　水源涵養機能　～本質的物理的機能
　　洪水緩和、水資源貯蔵、水量調節、水質浄化
潸　快適環境形成機能　～物理的機能
　　気候緩和、大気浄化、快適生活環境形成
【文化原理】
澁　保健・レクリエーション機能
　　療養、保養、レクリエーション
澀　文化機能　～日本人の民族性・文化性を形成した
根源的機能
景観・風致、学習・教育、芸術、宗教・祭礼、伝
統文化、地域の多様性維持

【利用原理】
潯　物質生産機能　～利用原理に基づく機能
木材、食料、肥料、飼料、薬品その他の工業原料、
抽出成分、緑化材料、観賞用植物、工芸材料

出典）日本学術会議（２００１）「地球環境・人間生活に
かかわる農業及び森林の多面的な機能の評価につい
て（答申）」より作成

７）この場合の「管理」について答申は、「例えば人工
林での植栽、保育（間伐、枝打ち等）、伐採のような
森林での直接的作業ばかりでなく、山火事等の防災対
策や各種防災施設の施工、野生動物の密度管理、きの
この栽培、さらには下流域を意識した水源林としての
森林管理など、森林・山地にかかわる各種の営みをす
べて含む。本来、放っておくだけでよい原生自然環境
保全地域や森林生態系保護地域の森林も、不法侵入者
の取り締まり、大気環境悪化の影響の監視、生物多様
性の調査・研究などの「管理」が必要な時代である。
さらには、当該森林にかかわる山村や農村が正常に機

能し、林業関係者ばかりでなく、一般の地元民、ある
いはボランティア等の森林にかかわるさまざまな営み
が、間接的に廃棄物の不法投棄をさせにくくしている
ような間接的な管理までも含む」と説明している。
８）この階層性について、太田猛彦（２００２）は、「森林
の各種機能はどれも並列的にその機能の発揮が可能な
わけではない。森林の各種機能には、より基本的な機
能から融通の利く機能まで、いわば階級のようなもの
が存在する」と分析している。



３．森林の公益的機能の定量的評価の可能性

　答申を基に、森林の公益的機能の定量的評価の

可能性について、概観する。［表２］

盧　公益的機能の定量的評価手法
　答申では、「環境経済学の分野では、多次元での

評価基準を設定し、多様な評価方法を開発して、

それらを森林の公益的機能の評価に適用する試み

も進んでいる。その手法として、評価する機能を

市場性を持つもので代表させる間接的非市場評価

法（代替法等）と、仮想的な機能を設定して設問

形式で人々の支払い意志額等を計測する直接的非

市場評価法（仮想評価法���）に大別される」と

した上で、次のとおり整理している。

漓　代替法は、環境の機能を市場財の機能で置き

換えた場合の費用を基に環境価値を推定する方

法で、原理的には分かりやすく客観性を持つ手

法だが、便益そのものの価値を示すことには限

界を持つ。

滷　トラベルコスト法、ヘドニック法は、一定の

信頼性が得られている手法であるが、前者が野

外レクリエーション、後者が地代や賃金などと

の関連性が強い地域財の性質を持つもののみの

価値しか計測できず、一般的な環境の価値を評

価する手法としては限界がある。

澆　���は、環境が改善（あるいは破壊）され

たと想定した場合の支払い意志額（あるいは受

け入れ補償額）をアンケートにより被験者から

直接聞き出し、それを基に環境の貨幣価値を評

価する手法である。これは、現実の市場データ

に基づくのではなく、評価の対象範囲が非常に

広く、したがって、市場とほとんど関係がない

野生動物の価値や森林生態系の価値の評価が可

能となったとされている。

　しかし、答申は、これらの定量的評価手法につ

いて、「完全な情報がなく、本来価格のないものを、

市場を仮定し貨幣価値で一元的に評価する方法に

は根強い批判もある」と指摘した上で、「環境と人

間活動の状態を産業連関表あるいは国民所得勘定

表などの形を借りて表し、その相互関係を包括的

に（統計的に）評価する環境勘定、環境経済統合

勘定と呼ばれる手法も開発されている」と紹介し

ている。
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表２　非市場財の評価手法の特徴と問題点

表　明　選　好　法顕　示　選　好　法区　　分

コンジョイント
分析

���
ヘドニック・
アプローチ

トラベル
コスト法

代替法手　　法

プロファイルに対
する選好をもとに
評価

非市場財に対する
支払意思額や受入
補償額をもとに評
価

非市場罪が地下に
与える影響をもと
に評価

訪問地までの旅行
費用をもとに評価

評価対象に相当す
る私的財の費用を
もとに評価

内　　容

海洋汚染防止、野
生 生 物、レ ク リ
エーション機能等

生態系保全、原生
林、レ ク リ エ ー
ション機能等

地域アメニティ、
騒音、土地利用規
制等

レクリエーション
機能、歴史遺産等

土質改善、土砂流
出防止等適用範囲

効用関数支払意志額
受入補償額

地価関数需要関数置換費用
推定対象

多属性の評価対象
を属性別に評価す
ることが可能

あらゆるものを対
象にすることが可
能

データが豊富で得
られやすい

必要な情報は旅行
費用と訪問率のみ

直感的に理解しや
すい利　　点

質問内容によって
はバイアスが生じ
る可能性がある

評価に必要なコス
トが高い。質問内
容による影響（バ
イアス）が生じや
すい

評価対象は市場に
その影響が現れる
ものに限定される。
適用範囲が地域的
なものに限定され
る

多目的旅行の場合
は評価が困難であ
る。機会費用の取
り扱いが問題とな
る

評価対象に相当す
る私的財がないと
評価できない

問　題　点

出典）森田学（２００３）「非市場財の経済評価－評価手法の概観」



盪　定量的評価の可能性
　答申では、「森林の多面的な機能の価値は原理的

に定量評価し得ないものを含む。評価可能な機能

についても多くの留意点が挙げられる。それらを

理解した上で定量評価を行うべきである」と指摘

した上で、それぞれの機能ごとに定量的評価の可

能性について、コメントしている。［表３］

　また、今後の課題として、「定量評価が可能な部

分についてもデータ不足は否めない。森林の多面

的な機能についての研究と国民への理解の促進も

課題である」と指摘している。

蘯　森林の公益的機能の定量的評価例
　林野庁は、森林の公益的機能のうち、物理的な

機能を中心に貨幣評価が可能な一部の機能につい

て、日本学術会議の特別委員会等の討議内容を踏

まえて定量評価している。［表４］

４．森林資源管理と外部経済効果

　以上のように森林の公益的機能の一部は定量的

（貨幣）評価が可能であるとして、「どの程度、中

山間地域に還元できる」のであろうか。中山間地

域に住む人々の営みである森林資源管理がもたら

す外部経済効果に着目して、その定量的評価の可

能性について、考察する。

盧　外部経済効果と林業への補助金
　矢野秀利（２００２）は、「森林は公益的機能の発揮

により、外部経済効果をもたらしているので、林

業に補助金を与えて、社会的限界費用に見合う大

きさまで私的限界費用を低下させ、その結果とし

て社会的な最適供給を達成すべきであるというの

が、森林の外部経済効果論である」と整理した上

で、「本格的に現実の政策として、外部効果論を展

―� ―���

表３　定量的評価の可能性

＜定量評価可能＞

　地球環境保全機能、土砂災害防止機能／土壌保全

機能、水源涵養機能、物質生産機能

＜一部定量評価可能＞

　快適環境形成機能、保健・レクリエーション機能

＜定量評価不可能＞　～部分的には定量評価

　生物多様性保全機能、文化機能

出典）日本学術会議（２００１）「地球環境・人間生活に
かかわる農業及び森林の多面的な機能の評価につい
て（答申）」より作成

表４　森林の有する機能の定量的評価例

評　価　額
（億円／年）

評　　価　　方　　法機 能 の 種 類

１２，３９１
　森林バイオマスの増量から二酸化炭素吸収量を算出し、石炭火力発電所
における二酸化炭素回収コストで評価（代替法）

二 酸 化 炭 素 吸 収

　２，２６１
　木造住宅が、すべて ��造・鉄骨プレハブで建設された場合に増加す
る炭素放出量を上記二酸化炭素回収コストで評価（代替法）

化 石 燃 料 代 替

２８２，５６５
　有林地と無林地の侵食土砂量の差（表面侵食防止量）を堰堤の建設費で
評価（代替法）

表 面 侵 食 防 止

８４，４２１
　有林地と無林地の崩壊面積の差（崩壊軽減面積）を山腹工事費用で評価
（代替法）

表 層 崩 壊 防 止

６４，６８６
　森林と裸地との比較において１００年確率雨量に対する流量調節量を治水
ダムの減価償却費及び年間維持費で評価（代替法）

洪 水 緩 和

８７，４０７
　森林への降水量と蒸発散量から水資源貯留量を算出し、これを利水ダム
の減価償却費及び年間維持費で評価（代替法）

水 資 源 貯 留

１４６，３６１
　生活用水相当分については水道代で、これ以外は中水程度の水質が必要
として雨水処理施設の減価償却費及び年間維持費で評価（代替法）

水 質 浄 化

２２，５４６
　我が国の自然風景を観賞することを目的とした旅行費用により評価（家
計支出〔旅行用〕）　　　　　　　※機能のごく一部を対象とした試算

保健・レクリエーション

出典）林野庁資料（������������	
���������������	������������������	
�����
���	
�����������１０�����）



開するならば、ラフな推定ではあるが、平成１２年

の森林の公益的価値評価額約７５兆円をもとにして、

森林資源のうち私有林の割合を７割とすると、森

林の公益的価値の約５２．５兆円は私有林が生み出し

た価値になる。この５２．５兆円から林業収入総額、

補助金、租税支出（租税特別措置による税収の減

少分）を引いた額が正味の外部経済効果になる。

少なく見てもこの外部効果の大きさは４０兆円にな

るであろう。理論的にいえば、この外部効果の大

きさ４０兆円を林家の森林面積、森林状態に応じて

補助金９）として配るべきだということになる」と

説明する。

　補助金＝私有林が有する公益的価値の評価額
－（林業収入＋補助金＋租税支出）

　しかしながら、「自然の生態系が“自然に”生み

出した公益的価値」にまで、補助金を支出するこ

とについて、国民の理解が得られるのであろうか。

「自然の生態系がもたらす外部経済効果」と「人間

の営みがもたらす外部経済効果」をしっかり峻別

して、後者を根拠に林業への補助金の額を算定す

べきではないだろうか。

　補助金＝林業が増進する公益的価値の評価額
－（林業収入＋補助金＋租税支出）

盪　外部経済効果と環境補助金・環境支払い
　矢部光保（２００１）は、農業生産に伴う外部経済

効果（環境改善）と、環境補助金・環境支払いの

関係について、次のとおり整理している。［図１］

　まず、環境補助金１０）については、「図１で縦軸

を価格、横軸を環境水準とする。曲線Ｃは、環境

改善のために農家が負担する限界費用であり、環

境を追加１単位改善するために犠牲にする農産物

収入である。最適な環境水準を ��とすれば、そ

の環境水準に対応した生産を誘導するためには、

１単位の環境改善に対して補助水準��を採用すれ

ばよい。なぜなら、農家が経済合理的に行動する

とき、環境改善の追加的費用よりも補助水準が高

い限り環境改善を行い、改善費用と補助水準が等

しくなるところで環境改善を止めるからである。

その結果、補助金総額は図１において面積

��０���となる。このとき、環境改善に要する農

家の費用は面積 �０���であるから、農家は面積

��０�の利益を得る」と説明している。

　次に、環境支払いについては、「����の定義

によれば、当該の環境財を追加的に供給するため

の総費用、すなわち、面積�０���で表される。こ

の環境支払額は、環境改善のために農家が失った

収益の減少分にすぎず、経済的誘因が働きにくい」

と分析している。

　その上で、環境補助金の有効性について、「政策

手法として、最適な環境水準に誘導するためには、

この環境支払い（�０���）に、農家に経済的誘因

を働かせる額（��０�）を加える方法が有効となっ

てくる」と指摘している。

蘯　森林資源管理と外部経済効果の評価
　では、森林のもたらす外部経済効果のうち、

「人々の営み」がもたらす外部経済効果１１）をどの

ようにして峻別し、評価できるのであろうか。中

山間地域に住む人々の営みである森林資源管理に

着目して、限界効用理論及び（２）の環境補助金・

環境支払いの概念を用いて、外部経済効果をどの

ように評価できるのか、考察する。

　この場合、持続的な森林資源管理が必要不可�

欠な人工林１２）が発揮する機能と、ほとんど管�
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図１　補助金と環境水準

９）具体的には、造林費補助、間伐補助、林道・作業道
補助、財投資金による低利融資等を例示している。後
述する環境補助金・環境支払いとは異なる。

１０）矢部は、「環境改善のために生産を犠牲にすることに
対して、生産者が受け取る補助金」と定義している。

１１）二酸化炭素吸収など「環境便益の発揮」と、洪水緩
和など「環境損失の防止」の両面を含む。

１２）森林に占める人工林の割合は面積で４３．７％、蓄積で
５７．９％である。（資料：平成１５年度森林・林業白書）



理１３）を必要としない天然林が発揮する機能の類似

性・相違性に着目して、森林の有する公益的機能

を、�）人工林と天然林が同様に担う機能、�）主

として人工林のみが担う機能―の２つのグループ

に分けて、考察する。

�）人工林と天然林が同様に担う機能［図２］
　人工林も天然林も有する機能で、その働きが同

程度の、または、違いがあってもその程度が明確

でない機能である。この分類に該当する機能とし

ては、定量的評価が可能な公益的機能のうち、「表

面侵食防止」「表層崩壊防止」「洪水緩和」「水資�

源貯留」「水質浄化」が該当するものと考えられ�

る１４）�１５）。

　図２は、縦軸を限界効用と限界費用、横軸を人

の営みである、森林資源管理水準としている。曲

線Ｃは、森林資源管理水準の向上のために、中山

間地域の構成員（林家、地域維持組織、森林組合、

市町村等）が負担する限界費用１６）であり、森林資

源管理水準を１単位向上させるため負担する費用

である。曲線Ｗは、森林資源管理水準の向上に伴

う、ある公益的機能の外部経済効果の限界効用１７）

であり、森林資源管理水準が１単位向上した場合

の、この機能に関する外部経済効果の増進分を貨

幣換算したものである。

　Ｏは森林が全く存在しない状態である。�０�は森

林資源管理の基準点１８）で、林業的な施業をしない、

自然に委ねた状態とする。�０�より左側は、マイナ

スの森林資源管理、つまり、各種の開発や再造林

放棄などで、自然に委ねた状態よりも、森林破壊

（荒廃）が進んだ状態を表している。現在の森林管

理水準を��とすれば、この機能に関する外部経済

効果の総額は面積 �００�����、森林資源管理によ

る外部経済効果の増進分は面積 �０�０����で表さ

れる。

　また、この機能についての、社会的に最適な森

林資源管理水準は限界費用曲線Ｃと限界効用曲線

Ｗが交わる ��となる。この管理水準 ��に対応し

た森林資源管理に誘導するためには、１単位の森

林資源管理に対して補助水準��を採用すればよい。

なぜなら、林家等が経済合理的に行動するとき、

森林資源管理の追加的費用よりも補助水準が高い

限り森林資源管理水準を向上させ、管理費用と補

助水準が等しくなるところで追加の森林資源管理

を止めるからである。この場合、環境補助金の総

額は面積 ��０����となる。また、環境支払額は

面積 �０����となる。

　以上をまとめると、この機能についての環境補

助金の総額は、外部経済効果の総額に比べて、相

当に小さいものとなる。

　外部経済効果の総額（�００�����）
　　≫森林資源管理による増進分（�０�０����）
　　　＞環境補助金の総額（��０����）
　　　　＞環境支払額（�０����）
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図２　森林資源管理水準と公益的価値��）

１３）不法投棄の防止など、最小限の管理は必要である。
１４）岡裕泰（１９９８）は、「どのような森林が水源涵養機
能が高いのか、また、水源涵養機能を高めるためには
どのような施業がよいのかについて、学会でもまだ多
くの点で見解が一致していない」としている。

１５）菊沢喜八郎（２００２）は、「水源涵養等の機能は、天
然林でも果たせるものであるから、その対価を人工林
を主とする林業が要求できる論拠はない。狭い意味で
林業が要求できるのは木材生産、大気炭素固定および
国際的森林破壊問題に対処するための国内森林林業整
備に対してである」と指摘している。

１６）森林資源管理水準が向上するほど、１単位向上させ
るための費用は、逓増する。

１７）森林資源管理水準が向上するほど、外部経済効果は
増進するが、その程度は逓減する。

１８）基準点について、答申は「各種機能の評価にあたっ
ては、基準 ����������をどこに置くかを明確にしなけ
ればならない。これまでの評価では、漠然と森林のな
い状態（裸地）を基準とするケ－スが多いが、原生林
の状態（潜在植生）が想定されている場合もある」と
している。本稿では、後者の潜在植生を想定すること
とする。



�）主として人工林のみが担う機能［図３］
　適切に管理された人工林が発揮する機能で、天

然林では十分に発揮できない機能である。この分

類に該当する機能としては、定量的評価が可能な

公益的機能のうち、「二酸化炭素吸収」�１９）、「化石燃

料代替」�２０）が該当するものと考えられる。

　この場合、限界効用曲線Ｗは、森林資源管理の

基準点 �０�上の �０�が始点となる２１）。

　�）と同様に、現在の森林管理水準を ��とすれ

ば、この機能に関する外部経済効果の総額は面積

�０�０����で、森林資源管理による外部経済効果

の増進分に一致する。

　また、この機能についての、社会的に最適な森

林資源管理水準は�）と同様に曲線�と�が交わ

る ��で表される。　この管理水準 ��に対応した

森林資源管理に誘導するためには、１単位の森林

資源管理に対して補助水準 ��を採用すればよい。

この場合、環境補助金の総額は面積 ��０����、環

境支払額は面積 �０����となる。

　以上をまとめると、この機能についての環境補

助金の総額は、外部経済効果の総額に比較的近く、

�）に比べてその占める割合は大きなものとなる。

　外部経済効果の総額（�０�０����）
　　＝森林資源管理による増進分（�０�０����）
　　　＞環境補助金の総額（��０����）
　　　　＞環境支払額（�０����）

５．森林資源管理に着目した直接支払い

　林業への直接支払いの必要性について、多くの

林業関係者が指摘している２２）�２３）。森林資源管理が

もたらす外部経済効果に着目した、中山間地域へ

の直接支払い制度の枠組みについて、検討する。

盧　政策上の位置づけ
　合田素行（２００１）は、直接支払いと環境支払い、

農業環境政策の関係について、「農業環境政策は農

業政策の枠内で『環境に対する配慮』を行う施策

の総称である。一方、直接支払いには『納税者負
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図３　森林資源管理水準と公益的価値��）

１９）答申では、二酸化炭素吸収機能について、「二酸化
炭素が森林に吸収・固定されるのは、森林が全体とし
て成長過程にあり、蓄積が増加している期間（吸収が
放出より多い）だけである。当該森林の木材生産を考
慮する場合は、その森林から生産され、人々が使用中
の木製品が保持している炭素量も含めて、炭素の貯蔵
量が増加している期間が対象になる」としている。す
なわち、木材生産及び利用に伴って、この機能は発揮
される。

２０）答申では、化石燃料代替機能について、「森林バイ
オマスが燃料として使われる場合、市場価値を持つ燃
料としての価値のほかに、化石燃料エネルギーを代替
することによる価値を認めてよい。すなわち、森林バ
イオマスエネルギーの消費は、新たな森林の光合成に
よって取り戻せる循環型エネルギーの消費であり、そ
の分、化石燃料を消費させないことによる二酸化炭素
放出防止効果が期待できる」としている。

２１）単純化のため、Ｌ０�より左側では、人工林、天然林
とも機能を発揮できないとしている。便宜的に曲線Ｗ
は、図２の曲線Ｗをそのまま右側（�→ �０）にスライ
ドしている。各記号の持つ意味は基本的に同じだが、
機能によりその水準は異なる。

２２）依光良三（２０００）は、「人工林は担い手がいて手入
れがなされている時には、公益機能、外部経済効果の
高い森林になる」とした上で、「環境保全型林業のも
とに外部経済効果も発揮できるような施業があるべき
姿である。当然、それでは経営的にやっていけないた
めに、赤字になる部分を補填する必然性が生じる。環
境保全と経済の調和がとれる森林整備が実施できるた
めには、なんらかの日本型デカップリング対策が必然
化される」と、直接支払いの必要性を説いている。

２３）堀靖人（２００１）は、「農業との違いにより林業に対
する直接支払いはあまり議論にならなかった。しかし、
直接支払いの林業への適用は今後意味をもつようにな
ると考えられる。とくに環境支払いという意味でその
重要性は高まると推測される」とした上で、「林業に
おいては、生産のために薬剤などの化学物質もほとん
ど使わず環境への負担が小さい上に森林の持つ公益的
な機能は古くから認められており、農業と比べるとは
るかに国民的理解が得やすい」と分析している。



担により農業者に直接支払われる』という形態で、

わが国の中山間地域等直接支払いも含まれる。環

境支払いは、農業環境政策の一つであるとともに、

直接支払いの一種でもある」と整理している。

　本稿では、この整理を援用して、森林資源管理

に着目した「直接支払い」を、地域政策・環境政

策としての「環境支払い」の機能に、地域政策と

しての「所得保障」と「林業振興」の機能を付加

したものと、位置づける。前述の矢部光保（２００１）

の「環境補助金」に近い考え方で、基本の「環境

支払い」に、インセンティブとしての「所得保障」

と「林業振興」に対する補助を付加したものであ

る。［図４］

盪　基本的な枠組み
　「支払い対象者」は、一定規模の森林資源管理に

誘導する環境政策上の観点、また、地域を共同で

管理するという地域政策上の観点から、個々の林

家ではなく、集落法人や新しい地域自治組織、市

町村を想定する。

　「制度運用機関」は、国または都道府県、公的な

機構を想定する。資金の流れを管理するとともに、

支払い対象者と協定を結び、森林認証制度２４）など

を活用して、適切な森林資源管理がなされるよう

支援する。協定締結期間は、森林資源管理の時間

的スケールから、３０年～５０年程度とする２５）。

　「財源負担機関」は、後述するように、当面は、

排出権取引市場とする。将来的には、国や都道府

県も視野に入れる。［図５］

蘯　支払い対象機能
　当面、「二酸化炭素吸収機能」「化石燃料代替機

能」を対象とするが、将来的には、他の公益的機

能への拡大も視野に入れる。

　その理由の第一は、この２つの機能については、

中山間地域に住む人々の営みである森林資源管理

がもたらす外部経済効果の定量的評価が可能であ

ることである。他の公益的機能については、現段

階では、森林資源管理がもたらす外部経済効果の

定量的評価がなかなか困難であるが、公益的機能

が単独ではなく複合的・総合的に発揮されること

から、将来的には、支払い対象とする機能を拡大

することが必要である。［表５］

　第二は、その機能の恩恵を受ける受益者を特定

し、その人々の合意を得て２６）、受益に見合った金
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図５　直接支払いの枠組みのイメージ

表５　森林資源管理がもたらす外部経済効果

外部経
済効果
の測定

機　能　発　揮
評価額
（億円／年）

機能の種類

容易人工林≫天然林１２，３９１二酸化炭素吸収

容易人工林≫天然林２，２６１化石燃料代替

難人工林≒天然林２８２，５６５表面浸食防止

難人工林≒天然林８４，４２１表層崩壊防止

難人工林≒天然林６４，６８６洪 水 緩 和

難人工林≒天然林８７，４０７水 資 源 貯 蔵

難人工林≒天然林１４６，３６１水 質 浄 化

－人工林＜天然林２２，５４６
保健・レクリ
エーション

出典）林野庁資料［表４］、各種文献を参考に筆者作成

２４）真下正樹（２００３）に詳しく紹介されている。
２５）農業を対象とする、現行の中山間地域等直接支払制
度の協定期間は５年間である。

２６）受益者の認知が重要な点について、上田良文
（２００４）は、「中流域・下流域の受益者が自らの自発的
なコスト負担で、上流域の森林を保全しようとする受
益者主導の森林保全活動である流域社会ネットワー

図４　直接支払いの政策上の位置づけ



額を徴収できることである。既に、我が国におい

ても二酸化炭素の排出権取引の検討が具体化２７）し

ていることから、この機能を根拠に、直接払いの

制度を構築することが比較的容易で、国民の理解

が得られるのではないだろうか。

　第三は、得られる財源が、中山間地域の振興に

とって有効な規模になり得るということである。

この２つの機能の評価額は合計で約１，５００億円／年

で、仮にその半分を直接支払いに充てるとして、

７５０億円／年となる。この金額は、農業を対象に現

在実施されている「中山間地域等直接支払い制度」

による年間予定事業費（７００億円）に相当する。十

分とは言えないまでも、検討に値する水準であろ

う。

盻　支払い単価
　基本的には、二酸化炭素の排出権価格に連動し

て、設定する。将来的には、次のように、国や都

道府県が他の公益的機能に着目して補助金を支出

し、支払い単価を高めることが期待される。

　【国】　～ナショナル・ミニマム

　　表面浸食防止、表層崩壊防止、洪水緩和

　【都道府県】　～ローカル・オプティマム

　　水資源貯蔵、水質浄化

６．おわりに

　「持続可能な社会」のポイントは、“循環”であ

る。再生利用可能なバイオマス資源である木材を

生み・育てる、森林の持つ意味は大きい２８）�２９）。

　その森林を、守り・育てるのは、中山間地域の

人々である。その中山間地域に、豊かに人々が住

み、その人々が豊かな森林・木材資源を育てる、

条件整備が必要不可欠である。

　森林資源管理の外部経済効果が適正に評価され

る直接支払い制度の導入により、森林が適切に管

理・経営され、再生可能な森林資源が循環的に活

用される、そのような社会・経済システムの構築

が望まれる。
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